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１．緒言
平成 21 年度保育園保健協議会が実施した全国

調査によると、保育所園児の食物アレルギーのあ
る園児の割合は園児の平均 4.9%と報告されてい
る１，２）。乳幼児の食物アレルギーは３大アレルゲ
ンに対するアレルギーがほとんどで、多くは年齢
とともに耐性を確保するが、体調による症状の変
化を伴う。10％程度にアナフィラキシーショック
を起こす危険性ある。年齢が上がって新たに発症
する場合も、すでにあるアレルゲンの他の食物が
アレルゲンに加わる場合もある。対応すべき対象
者や、アレルゲン食品が常に変化し、反応の強さ
や症状も変化する１）。
また、医療現場により食物アレルギーに対する

理解度に差があることも指摘されており、対応を
困難にしている。
多数の園児に食事を提供する保育所給食の対応

においては除去が原則であり、アレルゲン食品の
除去または除した食品に代わる代替を行う。給食
で対応できない場合には弁当持参となる１）。除去
した食品と代替品の栄養価が同等であることが成
長期の園児に対応であるのが理想ではあるが、ア
ナフィラキシー等の命に係わる症状の出現が許さ
れないので、栄養価よりもアレルゲンの除去が優
先される。

現在全国の保育所では、給食において、食物ア
レルギーを持つ園児に対するきめ細かな対応がな
されている。しかし、給食対応における混乱等が
指摘されている。厚生労働省から 2013 年に公表
された「保育所における食物アレルギー対応ガイ
ドライン」はその対策にために作成され、①対応
の開始には、医師による診断や生活管理票の提出
を必要とする②保育所内での組織的対応③園、保
護者の間で定期的な対応の見直し、確認をする④
完全除去または解除、の対応の単純化⑤保育所で
“初めて食べる食品”を避ける⑥調理や配送、配膳
時の混入の回避⑦職員の誤飲誤食予防体制確立⑧
食材を使用するイベント管理⑨医療機関、行政、
救急との連携⑩研修体制の必要性が述べられてい
る。これらを滞りなく対応するには、厚労省ガイ
ドラインのみでは現場の実情に合わず、混乱を招
くので、園独自のマニュアル、地域の医療の実情
に照らし合わせた、市町村等のガイドラインの作
成・使用が勧められている１）。
このような背景ではあるが、児童福祉施設最低

基準には、給食調理員の設置が謳われているが管
理栄養士・栄養士の配置は特に求められてはいな
い。
そこで、近隣の保育所給食における食物アレル

ギー対応の実態を把握し、栄養士養成や、卒業生
等の現職栄養士に対する支援の方向性を検討する
ことが本研究の目的である。
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２．方法
２－１調査の対象
調査対象は、Ａ市保育研究会所属の保育所 59

箇所である。同研究会園長会議の席上で、調査へ
の協力依頼と、調査票配布をおこなった。調査票
は各保育園において記入後、郵便で研究者に返送
された。調査期間は平成 27 年 10 月である。
２－２調査票
研究者作成の調査票を使用した。調査票の項目

は、①保育所運営形態、②園児数、③給食運営形
態、④給食担当者の資格別人数、⑤食物アレルギー
対応の窓口、⑥入園時に保護者と園との話し合い
は持つかどうか、⑦進級時に保護者と園との話し
合いは持つかどうか、⑧給食におけるアレルギー
への配慮を開始する時、医師の診断書等を必要と
するか、⑨食物アレルギーのある園児の食事につ
いて、対応の仕方の実施％、⑩食物アレルギー対
応の際参考にしているガイドライン・マニュアル
は何か、⑪食物アレルギー対応に関する15項目の
満足度項目と総合評価の質問（５段階で回答）
（表１）、そして自由記述である。自由記述では、
「アレルギー対応で困難を感じる点は（困難を感
じる点は、以下同じ）」と「食物アレルギー対応

を改善するためにどうあるべきか（改善のために
どうあるべきか、以下同じ）」の２つの質問をし
た。満足度項目は「保育所におけるアレルギー対
応ガイドライン」の「４食物アレルギー・アン
フィラキシー」のなかの留意点項目を参考に作成
し、さらに栄養士等への支援を視野に入れた調査
なので、アレルギー対応食品や、調理に関する項
目を追加した。
２－３統計解析
２－３－１　差の検定とおよび相関係数
各園の給食の概要および満足度との間に関連が

あるかどうかをみるために、以下の解析を行っ
た。まず①～④において項目間に差があるかどう
かを見るために、分割表の差の検定をおこなっ
た。①園独自マニュアルの有無と食物アレルギー
に関する対応を開始するのに医師の診断書を必要
とすること②園独自マニュアルの有無と園の運営
形態（保育所であるか否か）③園独自マニュアル
の有無と食物アレルギーに関する対応を開始する
のに医師の診断書を必要とすること④マニュアル
の有無と園の運営形態（保育所であるか否か）、
である。
ついで、以下の⑤～⑦において項目間に差があ

表１　満足度の質問項目
評価項目

1 食物アレルギーのある個々の園児について、医師の診断、指導をもとに対応している
2 食物アレルギーのある個々の園児について、アレルゲン食品の除去
3 食物アレルギー対応食品の入手
4 保護者と園との話し合い、連携
5 職員同士での情報共有
6 食物アレルギー対応についての職員研修の機会
7 調理担当者の知識、技能
8 調理担当者の人数
9 調理施設、器具
10 食品を使う行事や遊具に対する配慮（餅つき、小麦粘土等）
11 給食献立表アレルギー表示の分かりやすさ
12 給食の誤配、誤食に関する配慮
13 医療機関との連携
14 消防（救急）との連携
15 自治体の食物アレルギーに関する対応、対策
16 貴園における食物アレルギー対応についての総合評価

回答：かなり満足、満足、どちらでもない、不満足、かなり不満足の 5段階
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るかどうかを見るために２標本差の検定を行っ
た。⑤園独自マニュアルの有無と満足度を問う質
問 15 項目及び総合満足度、⑥栄養士または管理
栄養士配置の有無と満足度の差、⑦入園時、およ
び進級時における園と保護者との話し合いの有無
と満足度である。
さらに、以下の⑧、⑨において項目間の関連を

見るために、Spearman順位和相関係数を求め
た。⑧園児数と満足度、⑨園児数と調理担当者数
の関連である。
２－３－２　CS分析
食物アレルギー対応の満足度を問う質問 15 項

目と、自園における食物アレルギー対応に関する
総合満足度１項目に対してCS分析を行った。
CS分析は顧客満足度分析とも呼ばれ、満足度

を高めるために優先的に対策すべき事項を算出す
るための手法であり、比較的簡単な計算でまとめ
ることができる。調査票の各項目の満足度と総合
満足度をそれぞれ５段階で質問し、総合満足度項
目回答と各項目回答との相関係数を求める。さら
にその偏差値を求めｐとする。つぎに各項目の
「満足」回答％を求め、さらにその偏差値をもと
め、これをｑとする。各項目ごとの、（ｐ、ｑ）の
座標をプロットする。X=50 Ｙ=50 の線で分割し

図１　ＣＳグラフ各分野

た４区画のいずれにプロットされるかによって、
維持されるべき分野か、改善されるべき分野かを
判断することができる（図１）。グラフで判断す
るだけでなく改善度を算出することができる。改
善度が大きい項目ほど、改善に着手すべきと解釈
することができる。
計算方法は、
①CSグラフ各項目座標と原点との距離１を計
算する。

②各項目の座標と原点とを結ぶ線と原点と点
（80,20）を結ぶ点との間の角度θをもとめる
③θに対してθ‘＝（90°-θ）/90°の変換を行う
④ｌ×θ‘=改善度を求める（菅，2001）

が一般的であるが、簡略化した方法（南，2007）
も可能なので、南の方法に拠った３）。
すなわち、改善度＝√2（ｐ－ｑ）と読み替えた。
統計解析有意水準をp≦ 0.05 とした。

３．結果
３－１回収数（回収率）
保育研究会所属 59 保育所 50 箇所から回収し

（回収率 84.7%）（表２）、統計対象とした。
３－２回答の結果
統計対象園の運営形態は、保育所 33 箇所、認定
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表７　栄養士配置 表８　調理師配置
配置（箇所） 40 配置（箇所） 31
未配置（箇所） 10 未配値（箇所） 19
配置合計（名） 52 配置合計（名） 39

配置の場合１～３名 配置の場合１～２名
※管理栄養士または栄養士配置率

：全体の82.0％

表２　調査票配布、回収数（回収率） 表３　統計対象園の運営形態
調査票配布数 59 保育所 33
調査票回収（統計対象）数 50 認定こども園 14

（回収率 84.7％） 認可外保育所 0
その他 1
無回答 3

計 50
（単位：箇所）

こども園 14 箇所、その他１箇所、無回答３箇所で
ある（表３）。給食運営形態は直営 46 箇所、無回
答４箇所である（表４）。園児数の最小値 20 名、
最大値 276 名、中央値 72.5 名である（表５）。管
理栄養士配置２箇所、栄養士配置 40 箇所、管理栄
養士または栄養士配置率は全体の 82.0％である
（表６,７）。調理師配置 31 箇所（表８）、調理担
当者 100％（表９）である。調理担当者が１名の
園が８箇所存在する。食物アレルギーの対応方法
について、弁当対応は毎日、対応困難時を合わせ

てゼロであり、すべての園で何らかのアレルゲン
除去を行っている。アレルゲン食品除去のみ
28.0％、アレルゲン食品を除去し、除去した食品
の代替食品を提供（栄養価考慮せず）76.0％、除
去した食品の栄養価に相当する栄養価の代替品を
提供は44.0％である（表10）。食物アレルギー対応
の体制に関する質問のうち、対応の際に参考にし
ているマニュアル・ガイドラインは何かの質問に
対する回答は、厚生労働省ガイドラインのみ 25
箇所、園独自マニュアルのみ５箇所、その他マニュ

表４　給食運営形態 表５　園児数 表６　管理栄養士配置
直営 46 最小値 20 配置（箇所） 2
無回答 4 中央値 72.5 未配置（箇所） 48
計 50 最大値 276 配置合計（名） 3

（単位：箇所） 単位：名 配置の場合１～２名

表9　調理担当者配置率 表10　食物アレルギー対応方法
配置 100.0% 弁当対応（毎日） 0
未配置（箇所） 0.0 弁当対応（対応困難時） 0
配置合計（名） 120 アレルゲン除去のみ 28.0

1 ～ 6 名配置 アレルゲン除去代替食品提供（栄養価考慮せず代替） 76.0
単位：％ 除去食品の栄養価相当の代替食品提供 44.0

※園独自マニュアル有無との
　分割票差の検定，有意差
※園児数との相関係数（Spearman）
　p＜0.05 rs＝0.81

調査時期対応対象園児，在園せず 4.1
（複数回答） 単位：％
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表 11　対応の際参考にしているマニュアル・
ガイドラインは？

表12　園独自マニュアルの有無（再掲）

厚労省ガイドラインのみ 25 有り 18
園独自マニュアルのみ 5 無し 31
その他のマニュアルのみ 3 （単位：箇所）
特になし 3 ※マニュアルの有無と満足度の質問１及び質

問 11 の間に，2標本の差の検定有意差あり厚労省ガイドラインと園独自マニュアル 11
厚労省ガイドラインとその他マニュアル 1
園独自マニュアルとその他マニュアル 1
厚労省ガイドラインと園独自マニュアルと
その他マニュアル

1

（複数回答）（単位：箇所）

表15　食物アレルギーへの配慮を開始するとき 表16　食物アレルギー対応の窓口は
医師の診断書や生活管理表が必要 41 園長 18
医師からの書類は必要としない 8 給食担当者 35
その他 1 クラス担任 44
計 （単位：箇所） その他 10
その他の記述…短期間なら医師の書類なしで対応 決まっていない 1

計 108（複数回答あり）
（単位：箇所）

表 13　入園児の食物アレルギー対応に関する
保護者との話し合い

表 14　進級時の食物アレルギー対応に
関する保護者との話し合い

必ず持つ 40 必ず持つ 22
必要に応じて持つ 7 必要に応じて持つ 26
持たない 1 持たない 1
その他 1 その他 1
無回答 1 計 50
計 50 （単位：箇所）

（単位：箇所）

アルのみ３箇所、特になし３箇所、厚労省ガイド
ライと園独自マニュアル 11 箇所、厚労省ガイド
ラインと他のマニュアル１箇所、園独自マニュア
ルと他のマニュアル１箇所、厚労省ガイドライン
と園独自マニュアルと他のマニュアル１箇所であ
る（複数回答あり）（表 11）。園独自マニュアル
をもつ園は 18 箇所（全体の 36.0％）である（表
12）。入園時に食物アレルギーに関する園と保護
者との話し合いを持つかの質問に対する回答は、
必ず持つ 40 箇所、必要に応じて持つ７箇所、持た
ない、その他および無回答各１箇所である（表
13）。進級時に食物アレルギーに関する園と保護
者との話し合いを持つかの質問に対する回答は、

必ず持つ 22 箇所、必要に応じて持つ 26 箇所、持
たない、その他各１箇所である（表 14）。食物ア
レルギーへの対応を開始するとき医師の診断書、
生活管理表が必要かの質問に対する回答は、必要
とするが 40 箇所であった（表 15）。食物アレル
ギーの対応の窓口は園長が 18 箇所、給食担当者
35 箇所、クラス担任 44 箇所、その他 10 箇所、決
まっていない１箇所。その他には主任保育士が含
まれる（表 16）。
自由記述は 36 箇所の園から回答があった。合

計 72 個の記述が採集できた。自由記述に出現す
る共通の言葉は 10 のカテゴリーに分類すること
ができる。カテゴリーと出現数は表17に示した。
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「困難を感じる点」と「改善のためにどうあるべ
きか」の２つの質問に対する記述から採集した言
葉の出現数合計１位は「調理担当者知識技能」、
２位は「保護者との連携」である。
３－３統計解析結果
３－３－１分割表差の検定結果
以下の項目間、すなわち①園独自マニュアルの

有無と食物アレルギーに関する対応を開始するの
に医師の診断書を必要とすること②園独自マニュ
アルの有無と園の運営形態（保育所であるか否
か）③園独自マニュアルの有無と食物アレルギー
に関する対応を開始するのに医師の診断書を必要
とすること④マニュアルの有無と園の運営形態
（保育所であるか否か）、において分割表の差の検
定を行った結果、いずれも有意差は認められない。
以下の項目間、すなわち⑥栄養士または管理栄

養士配置の有無と満足度⑦入園時、および進級時
に話し合いを持つか否かと満足度の差において２
標本の差の検定を行った結果、いずれも有意差を
認めない。
しかし、⑤園独自マニュアルの有無と満足度を

問う質問 15 項目及び総合満足度それぞれとの２

標本差の検定の結果、園独自マニュアルの有無に
よって、満足度質問１「食物アレルギーのある個々
の園児について、医師の診断、指導をもとに対応
している」と質問 11「給食献立表アレルギー表
示の分かりやすさ」に差が認められる。
相関係数を求め有意差の認められた項目では、

園児数と調理担当者数との間にrs＝ 0.81 の高い
相関が認められる。園児数合計と満足度項目ので
は園児数と満足度質問13「医療機関との連携」と
の間にrs＝ 0.34 の弱い相連が認められる。調理
担当者数と満足度質問項目との間には、有意差が
認められない（表 18）。
CS分析において算出される改善度上位６項目

が、CSグラフの重要改善分野、改善分野にプロッ
トされる。改善度１位は、「自治体の食物アレル
ギーに関する対応（改善度 8.71）」、２位「調理担
当者の知識・技能（改善度 6.55）」、３位「消防
（救急）との連携」、４位「給食献立表アレルギー
表示の分かりやすさ」、５位「医療機関との連携」、
６位「食物アレルギー対応食品の入手」である
（表 19）（図２）。

表17　自由記述に出現する言葉のカテゴリーと出現数
困難を感じる点 改善のためにどうあるべきか 計

調理担当者知識技能 17 4 21
保護者との連携 11 6 17
誤配、誤食に対する配慮 2 3 5
食物アレルギー対応食品入手 3 3 6
医師の診断、指導のもとに対応 5 1 6
職員研修 1 2 3
施設設備・器具 2 0 2
調理担当者の人数 3 0 3
自治体の対応 0 4 4
なし 3 2 5
回答数 36 26 72

表18　園児数、調理担当者数、満足度の相関係数
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４．考察
本研究の調査票に、食物アレルギーの対応数に

関する質問がなかったために、食物アレルギー対
応数の割合を算出することができなかった。そこ
で、平成 28年８月に電話で統計解析対象各園の
うち 46 箇所に電話で問い合わせをした。その結
果、平成 27 年９月、または平成 28 年９月におい
て食物アレルギー対応は、園児の 5.4％と推定す
る。この割合は、平成 21 年全国調査結果とほぼ
同じか若干多い。

アレルギー対応の窓口が園として一つではない
ことが表13からわかる。園独自マニュアルの有無
とも関連がない。マニュアルには対応の窓口を必
ずしも一つに定めていないのことが推測される。
また、給食担当者単独で窓口となっている園もみ
られる。食物アレルギー対応が園と園児や保護者
との間で、融通の利くやり方であるかもしれない
が、「保育所内での組織的対応」に沿うものでは
ないかもしれない。園独自マニュアルの有無と園
児数、入園時の園と保護者との話し合い、進級時

図2　ＣＳグラフ

表19　改善度順位、満足度項目、改善度

改善度
順　位 項目 満足度

項　目 改善度

1 自治体の食物アレルギーに関する対応、対策 15 8.71
2 調理担当者の知識、技能 7 6.55
3 消防（救急）との連携 14 4.72
4 給食献立表アレルギー表示の分かりやすさ 11 3.90
5 医療機関との連携 13 3.29
6 食物アレルギー対応食品の入手 3 2.94
7 保護者と園との話し合い、連携 4 -0.13
8 食物アレルギー対応についての職員研修の機会 6 -0.31
9 調理担当者の人数 8 -0.35
10 食品を使う行事や遊具に対する配慮（餅つき、小麦粘土等） 10 -0.79
11 調理施設、器具 9 -1.00
12 職員同士での情報共有 5 -2.53
13 給食の誤配、誤食に関する配慮 12 -5.57
14 食物アレルギーのある個々の園児について、医師の診断、指導をもとに対応している 1 -7.66
15 食物アレルギーのある個々の園児について、アレルゲン食品の除去 2 -11.76
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の園と保護者との話し合いとの関わりも見られな
いことからも、Ａ市においては、園独自マニュア
ルに対応の方法を定めてはいるが、厚生労働省ガ
イドラインに勧められている、園と保護者との話
し合いの機会や、窓口を一本化し、食物アレルギー
児に対する対応が園全体としての責任において行
われることを確認しているわけではないのかもし
れない。
CS分析の改善度１位は「自治体の対応対策」

である。市全体として使用できるガイドライン・
マニュアル作成があれば、保護者に対する対応に
一応の方向性ができて、対応に困難を感じないと
考えられている１）。このことに、対応するように、
自由記述の困難を感じる項目の第２位に出現する
のは保護者との対応である。医療機関によって、
診断がまちまちであり１）、医師の指導を背景に保
護者とのやり取りに困難を感じることになる。更
に診断等が食物アレルギー対応に必須であるよう
に市全体で決めていると、園としても対応しやす
いとの自由記述もあった。調理担当者の知識技能
がCS分析の改善度第２位である。自由記述の出
現数の最も多い項目と対応している。限られた食
材料の予算のなかで、既成品アレルギー対応食品
を使うにも限度があるので、アレルゲン除去とと
もに、十分な栄養とできるだけの満足感を食物ア
レルギーのある園児に与えるための、調理員の知
識技能が必要となる。また、調理担当者１名配置
の園が８箇所見られる。食中毒をはじめとする、
避けられない調理員不在時には同じ系列の園から
の応援や、保育士等の他の職種からの応援でしの
ぐことが推測できるが、１名配置の場合知識技能
を高めるための研修等への参加は容易ではないと
推測する。
今回の調査では、回答者職種を決めて依頼した

のではなかった。対応方法などは、栄養士など調
理担当者が把握しているので、回答や記述は調理

担当者が行い、園長など代表者が発送となったこ
とが推測できる。すると、調理担当者が痛感する
点を回答することになり、調理担当者の知識技能
が不足との結果となったことは否定できない。
また、満足度の質問に対する回答に、「かなり満

足」「満足」が多数をしめているので、結果とし
て、CSグラフ上のプロットが満足度偏差値 43～
57、重要度偏差値 47.5 ～ 57.5 の間に集中すること
となった。回答者によるバイアスを考慮すると、
結果をそのまま改善策を探る根拠とするには危険
がある。
しかし、卒業生等の栄養士に対する支援の方向

性を探ることが本研究の趣旨であるので、知識技
能を高めたい調理担当者が多く存在しているので
支援が必要と考えるべきである。今後は支援を講
じるために、必要な知識・不足する技能は何かを
探る必要がある。
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1．序論
　大量生産によって、自分の好みのものが入手し
やすくなり、愛着があるものでさえ、捨てやすく
なった。また、近年、雑誌や新聞などで「シック
スポケット」という言葉を耳にする機会がある。
少子化により、一人の子どもにかけるお金の財源
が、両親と両親の祖母の６人と、大きくなってい
る。さらに、晩婚化の影響でお金に余裕があるお
じやおばが加わり、８ポケットもしくは10ポケッ
トとも言われている。さらに、孫に高額商品を与
えるシニアを狙った商品販売戦略も存在する。も
のに対する価値観が個々の家庭で異なり、子ども
一人ひとりに合わせた、ものやお金を大切にする
教育が求められる。また、ものを大切に使用する
ことで、ゴミの削減につながり各々が環境問題に
配慮した生活を送るきっかけにしたい。
　家庭科における環境教育について、現行の小・
中学校の学習指導要領を確認すると、小学校では
「Ｄ身近な消費生活と環境」の（1）ものや金銭の
使い方と買い物、（2）環境に配慮した生活の工夫
にあたり、中学校では、「Ｄ身近な消費生活と環
境」の（1）家庭生活と消費、（2）家庭生活と環
境にあたる。
　環境省によると１人１日当たりのごみ排出量は
2015 年で 939g と、2000 年の 1,185g のピーク時

よりは減少している。
　この背景としてごみの削減や二酸化炭素排出削
減のため、レジ袋を有料化したことも関連がある
と推察する。現在では、エコバッグがないと、レ
ジ袋を購入しなければならず、エコバッグは私た
ちにとって身近なものである。そこで、環境教育
の題材をエコバッグに設定する。
　エコバッグの家庭科での取り扱いは、小学校の
教科書では「Ｄ身近な消費生活と環境」の内容の
中で「リメイク（リユース）の一例」として取り
扱い（開隆堂，東京書籍）、「Ｃ快適な衣服と住ま
い」と横断的に学習している。中学校の教科書で
は「Ｄ身近な消費生活と環境」の内容の中で「リ
デュースの一例として、買い物袋の持参」が記載
され（東京書籍）、横断的に「Ｃ衣生活・住生活
と自立」でも学んでいる（開隆堂，東京書籍）。
また、小学校で学んだ知識を、中学校で関連つけ
て、縦断的学習をしていた。
　これらのことから、エコバッグづくりを通し
て、環境に配慮する消費生活を考えることができ
ることがわかった。
　本研究では、小学生から大人まで幅広い年齢層
を対象に、以下の目的で本学公開講座を行った。
　・エコバッグづくりを通し、環境に配慮する消 
　　費生活を考えられるようにする。
　・ものづくりを通して、つくる楽しみや大切に
　　する気持ち、感謝する心を育む。

環境に配慮した消費生活を考える
－エコバッグづくりを通して－

＊東北女子大学


